監査役の責任　― ライブドア社事件判決を受けて― by 上野 真二
１ 東京地判平成 21年 5月 21日、判タ 1306号 124ページ、判時 2047号 36ページ、
金商 1318号 14ページ。本判決につき、黒沼悦郎「ライブドア株主損害賠償請求
訴訟東京地裁判決の検討（上）－東京地判平成 21年 5月 21日－」商事法務 1871
号 4ページ、同「ライブドア株主損害賠償請求訴訟東京地裁判決の検討（下）－東




京地裁平成 21年 5月 21日判決）」月刊税務事例 42号 63ページ、松原正至「有
価証券報告書の虚偽記載による損害賠償請求が認容された事例－ライブドア株式
一般投資家集団訴訟第一審判決（東京地判平成 21年 5月 21日）」判評 614号 32
ページ、米川長平「ライブドア判決（東京地判平成 21年 5月 21日）消費者
ニュース 81号 226ページ、高山佳奈子「ライブドア事件控訴審判決」判評 2048





事案として、東京地判平成 21年 6月 28日（判時 2049号 77ページ）や、機関投
資家がライブドア社に対して損害賠償請求をした事案として、東京地判平成 20

































２ http://www.olympus.co.jp/「オリンパス株式会社 第三者委員会（平成 23年 12月
6日）」、「オリンパス株式会社 監査役等責任調査委員会（平成 24年 1月 20日）」













































































9月 20日判時 1721号 3ページ、東京地判平成 16年 12月 16日判時 1888号 3
ページ、大阪地判平成 16年 12月 22日判時 1892号 108ページ、等がある。他方、
第三者に対する責任が追及された事案として、大阪地判平成 18年 2月 23日判時
1939号 149ページ、東京地判平成 17年 11月 29日判タ 1209号 274ページ、東
京地判平成 17年 6月 27日判時 1923号 139ページ、東京地判平成 8年 3月 28日
判時 1584号 139ページ、東京地判平成 4年 11月 27日判時 1466号 146ページ、
京都地判平成 4年 2月 5日判時 1436号 115ページ、東京地判平成 2年 1月 31日
金判 858号 28ページ、神戸地判昭和 62年 5月 27日判タ 661号 240ページ、東
京地判昭和 58年 2月 24日判時 1071号 131ページ、大阪地判昭和 57年 3月 29
日判タ 469号 251ページ、東京地判昭和 56年 11月 27日判時 463号 133ページ、
東京高判昭和 56年 7月 16日判タ 452号 107ページ、京都地判昭和 55年 10月 14
日判タ 427号 186ページ、東京地判昭和 53年 8月 24日判タ 372号 141ページ、
新潟地判昭和 52年 12月 26日判タ 369号 383ページ、東京高判昭和 51年 3月 31
日判タ 339号 280ページ、東京高判昭和 46年 4月 30日判時 643号 87ページ、
新潟地長岡支判昭和 44年 11月 7日金判 375号 5ページ、東京地判昭和 42年 9







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ b） Y１０及び Y１２の旧証取法２４条の４・２２条の責任について





























































































































































































































－１０４－ 日本経大論集 第４２巻 第１号
ぼす影響、適用すべき会計基準及び公正な会計慣行等に照らして適正である
かについて、会計監査人の意見を徴して検証しなければならない。さらに、
必要あると認めたときは、取締役に対し助言又は勧告をしなければならない
（１９条１項）のである。
先述のように、会社法は、監査役には多くの職務権限を定めている。本来、
取締役の違法行為を差し止める権利は、被監査会社にあるが、被監査会社の
業務執行を担当しているのは取締役であり、その取締役に、自己または他の
取締役の違法行為を監督することは必ずしも期待できない。そこで、取締役
の違法行為を把握しうる立場にある監査役が期待されているのである。少な
くとも、監査役は、いつでも、取締役や使用人に対し、事業の報告を求め、
または会社の業務・財産の状況を調査・確認することができ、さらに意見陳
述権等、被監査会社に対して強大かつ広範な監査権限を有していることから、
監査役は、かかる権限を存分に行使し、不正の兆候を発見したならば、毅然
とした態度で臨まなければならないのである。
監査役の責任 －１０５－
